国際競争力けん引学部等の認定に係る申請書等（様式）

令和　年　月　日　様式１

文部科学大臣　殿

○○大学　学長　○○　○○　
／〇〇高等専門学校　校長　○○　○○　


国際競争力けん引学部等の認定に係る申請書


以下に記載する学部等について、国際競争力けん引学部等としての認定を受けたいので、国際競争力けん引学部等認定に関する規程（令和７年文部科学省告示第112号）第２条の規定に基づき、申請計画書その他別に定める書類を添えて申請します。


	
大学等の名称

	

	
大学等の種類
（いずれかに○を付すこと）
	
（大学・専門職大学・短期大学・高等専門学校）


	
認定を受けようとする学部／学科名

	

	
認定を受けようとする学部の所在地

	


※学部等が複数にわたる場合は、当該学部等の名称及び所在地を全て記載すること。

○担当者名と連絡先
	所属部署・担当者名
	電話番号
	電子メールアドレス

	
	
	





様式２

国際競争力けん引学部等の認定等に関する規程第１条各号（第５号を除く。）に掲げる基準に適合することを証する書類

1． 教育研究活動等の状況について自ら行う点検、評価及び見直しの体制が十分整備されていること並びに教育研究活動等の状況を積極的に公表していること。
	教育研究活動等の状況について自ら行う点検、評価及び見直しの体制が十分整備されていること
	※認証評価で、教育研究活動等の状況について自ら行う点検・評価及び見直しの体制について、改善等が指摘されている場合には、当該指摘とそれへの対応状況を記載すること。
※教育研究活動等の状況について自ら行う点検、評価及び見直しの体制について記載又はこれらの事項に係る情報が掲載されている大学等のウェブサイトのURLを記載すること。
※この他、当該取組を証明する資料があれば添付すること。






	教育研究活動等の状況を積極的に公表していること
	※「教学マネジメント指針」（令和２年１月22日中央教育審議会大学分科会）に示された事項の例を参考に、大学等として特に積極的に公表している教育研究活動等の状況に係る事項を記載すること。
※教育研究活動等の状況を公表している大学等のウェブサイトのURLを記載すること。多言語で公表している場合は、併せて記載すること。
※この他、当該取組を証明する資料があれば添付すること。








2． 申請の日の直近の機関別認証評価において適合認定を受けていること
	※申請の日の直近の認証評価において適合認定を受けたことが確認できる認証評価機関又は大学等のウェブサイトのURLを記載すること。
※専門職大学においては、機関別認証評価に加えて分野別認証評価においても適合認定を受けたことが確認できる認証評価機関又は大学等のウェブサイトのURLを記載すること。





3． 申請の日前３年以内において、次のいずれにも該当しないこと。
	· 申請の日前３年以内において次のいずれにも該当しない。

1 法令の規定、法令の規定に基づく所轄庁の処分、寄附行為又は定款に違反したこと。
2 財政状況が健全でなくなったこと。
3 ①及び②に掲げるもののほか、教育条件又は管理運営が適正を欠くに至ったこと。




4． 
申請の日の属する年度及び前２か年度の各年度において次のいずれにも該当しないこと。
	□　申請の日の属する年度及び前２か年度の各年度において次のいずれにも該当しない。

1 申請年度の５月１日現在の収容定員（通信教育に係るものを除く。以下同じ。）の数に対する学生（通信教育に係る課程に在籍する者を除く。以下同じ。）の数の割合（当該割合の小数点以下２位未満の端数を生じたときは、これを切り捨てる。以下同じ。）が、認可基準告示第１条第１項第３号で定める水準（同条第３項に規定する学部等及び同条第５項に規定する外国に設ける学部等にあっては、当該各項の規定により同号の規定を読み替えて適用するものを含む。）以上となったこと。（注１）
2 申請年度の５月１日現在の収容定員の数に対する学生の数の割合が、0.9倍未満となったこと。（注２）
（注１）　認定を受けようとする学部等を置く大学等に設置されている全ての学部等において、認可基準告示第１条第1項第３号の規定に定める収容定員充足率の上限を超過していないことを要件とする。（Q＆AのQ6-9 を参照）
（注２）　認定を受けようとする学部等も含め、大学等に設置されている全ての学部等の収容定員の平均が、９割以上であることを要件とする。（全ての学部等でそれぞれ９割以上である必要があるものではない。）

· 申請の日の属する年度及び前２か年度の収容定員充足率
※認定を受けようする学部等を置く大学等に設置されている全ての学部等ごとの申請年度及び前２か年度分の情報を記載すること。（別添資料としても、差し支えない。）
（●●学部等）
	
	収容定員
	在校生数
	控除対象者
	収容定員充足率（注３）

	申請年度
	人
	人
	
	％

	前年度
	人
	人
	
	％

	前々年度
	人
	人
	
	％


（▲▲学部等）
	
	収容定員
	在校生数
	控除対象者
	収容定員充足率

	申請年度
	人
	人
	
	％

	前年度
	人
	人
	
	％

	前々年度
	人
	人
	
	％


※収容定員充足率を公表している場合は、ウェブサイトのURLを記載することで代えられる
（注３）　算定方法は、Q＆AのQ6-10を参照すること。


申請を行うには、様式２において示している機関要件をすべて満たしている必要があります。




申請計画書様式３


1． 認定を受けようとする理由
	※国際競争力けん引学部等の認定を受けようとする理由について、なぜ認定を受けたいのか、大学等としての国際化に向けたビジョンを具体的に記載すること。
※認定を受けようとする学部等が、国際競争力けん引学部等の認定を受けることで実現可能となる取組等について具体的に記載すること。




2． 外国人留学生の適切な受入れ環境の整備及び教育研究活動の水準の向上に必要な取組
※「現状」は、審査要領の別添「審査において参考にする観点」を参照して記載すること。なお、枠内の※書きは、審査要領の中では言及されていないが記載することが求められる情報を明記したものであることに留意すること。
※「目標達成に向けた今後の計画」には、国際競争力けん引学部等の認定を受けるにあたって、現状の取組をどのように充実・発展させていくのかという視点から、今後の予定している取組や新たに実施する取組等を具体的に記載すること。

	
	現状
	目標達成に向けた今後の計画

	外国人留学生のアドミッション
※外国人留学生の獲得のための具体的な方法については、別紙の「２．目標を達成のための方法」に記載すること。
	
	

	[bookmark: _Hlk206173674]日本人学生と外国人留学生が共に学ぶ多文化共修環境の整備
	※多文化共修科目・コース等の具体的な内容及び実施状況（科目・コース数や学生の参加状況等）について記載すること。



	

	[bookmark: _Hlk206173640]外国人留学生に対する修学や生活面での支援体制
	※外国人留学生を支援する教職員の配属状況（人数）を具体的に記載すること。その際、「外国人留学生を支援する教職員」の定義を明記すること。



	

	[bookmark: _Hlk206176912]外国人留学生の就職・定着に向けた支援や卒業後の進路に係る支援の状況
	※外国人留学生の卒業後の進路の現状について記載すること。



	

	適正な在籍管理の実施状況・体制
	




	

	大学設置基準等の考え方に基づいた教育研究環境の確保
	
	※国際競争力けん引学部等の認定を受けるにあたって、収容定員充足率を超過する場合においても、大学設置基準等の考え方に基づき、超過した学生数に応じた必要な教育環境（教育研究実施組織や、校舎等の施設、設備等）を確保するための取組について、中長期的な計画を記載すること。




	自律的に国際業務を支える財務構造
	




	

	機微技術流出防止のための安全保障貿易管理の適切な体制整備
	※貨物の輸出や技術の提供を行う全ての輸出者等が対象。特に医・歯・薬・理・工・農・獣医・情報系の理系学部を持つ大学は機微技術流出防止のため、安全保障貿易管理を徹底することが必要。（なお、人文・社会系学部であったとしても、外為法上管理の対象にすべき技術等が含まれ得る場合があることに留意すること。）
※以下、該当する項目にチェックを入れること。
· 安全保障貿易管理担当部署を設置している
· 安全保障貿易管理内部規程を策定している
· 該非判定責任者及び該非判定の方法を定めている
· 外国人留学生の受入れ（入口）段階で安全保障上の懸念の有無を確認している（具体的に行っている取組を自由記述欄で記載）
【自由記述欄】
受入れ段階における取組及びその他安全保障貿易管理の体制整備に係る取組について、記載すること。
※学内体制・手続きのフローに係る既存資料があれば、提出すること



	※国際競争力けん引学部等の認定を受けるにあたって、安全保障貿易管理の体制整備の実効性向上のための取組を含め、今後充実させる予定の取組や新たに実施する予定の取組等について記載すること。


	研究インテグリティ・セキュリティ確保のための体制整備
	※該当する項目にチェックを入れること。
· 関係者に適切な理解を促す取組（文部科学省からの通知等の周知等）を実施している
· 利益相反・責務相反に関する規程を整備している
· 適切な判断ができるマネジメント体制を整備している
· 研究者・職員から報告された情報をもとに組織として研究インテグリティ・セキュリティに係るリスクマネジメントを行うための規程等を整備している
【自由記述欄】
その他「研究活動の国際化、オープン化に伴う新たなリスクに対する研究インテグリティに係る対応方針について」（令和３年４月27日統合イノベーション戦略推進会議決定）において求めている取組について記載すること。
※学内体制・手続きのフローに係る既存資料があれば、提出すること。



	※国際競争力けん引学部等の認定を受けるにあたって、研究インテグリティ・セキュリティ体制整備の実効性向上のための取組を含め、今後充実させる予定の取組や新たに実施する予定の取組等について記載すること。




3． 外国人留学生数の割合の目標及びその達成方法
	令和●年度までに、●●学部（大学、専門職大学）／学科（短期大学、高等専門学校）における外国人留学生率割合を●％にする。
（申請年度（５月１日時点）の外国人留学生割合●％）
※別紙（様式）において当該目標達成に向けた具体的な計画を示すこと。



4． 外国人留学生の出身の国及び地域の多様性の確保のための方法
	※認定を受けようとする学部等における過去３年間の在籍している外国人留学生数（国・地域別）を必ず記載し、外国人留学生の受入れに当たり出身の国及び地域の多様性の確保のための取組について記載すること。

	国・地域
	前々年度
	前年度
	申請年度

	
	人
	人
	人

	
	人
	人
	人

	
	人
	人
	人

	
	人
	人
	人

	
	人
	人
	人

	
	人
	人
	人


※多様性の確保のため、特定の国・地域からの外国人留学生の比率が極端に高く均衡を欠く状態とならないようにすること。
※各大学等において作成している一覧表があれば別紙として提出可。



４．その他、当該申請に係る大学等の国際競争力の向上を図るための取組
	※大学等が掲げる国際競争力の向上に向けて策定している中長期的な計画の概要を記載すること。（例：大学全体における海外留学する日本人学生数・割合、外国人留学生の受入れ強化に向けて大学等として実施している奨学金等の支援、求める外国人留学生像や、外国人留学生に期待する卒業後の進路等があれば、それについて記載。）
※「０．認定を受けようとする理由」に記載した内容については、重複して記載する必要はない。


（備考）
※上記記載を補足するための資料等を、申請計画書に別添することは差し支えない。


１．目標達成までの過程（別紙）

	※本制度が大学等の学部等が外国人留学生の受入れを拡大していく過程で告示第１条第３項に定める収容定員充足率の上限を一時的に超えることを許容する趣旨で設けられた制度であること、及び日本人学生の数の増加を想定した制度ではないことに留意すること。
※記載例（イメージ）は以下を参照。これ以外の様式による記載でも差し支えない。申請の日の属する年度の翌年度を計画における初年度として１とする。
	　
	0
	1
	2
	3
	4
	5
	6

	(a)収容人数
	2000
	2015
	2020
	2035
	…
	…
	…

	(b)日本人学生数
	1940
	1940
	1930
	1920
	…
	…
	…

	(c)これまでに在籍している外国人留学生数（新入生を除く）
	45
	45
	60
	75
申請の日の属する年度の５月１日時点における外国人留学生割合から10％以上の増加を達成すること。目標値の設定にあたっては、Q&AのQ7-3及びQ7-4を参照すること。

	…
	…
	…

	(d)新たに入学する外国人留学生数
	15
	30
	30
	40
	…
	…
	…

	(e)外国人留学生割合（c+d/a）(％)
	3.0%
	3.7%
	4.5%
	5.7%
	…
	…
	…

	収容定員充足率
	100
	100.75
	101
	101.75
	…
	…
	…



	　
	7
	8
	9
	10 
	11
	12
	13
	14
	15

	(a)収容人数
	2075
	2105
	2108
	2091
	2086
	…
	…
	…
	2000

	(b)日本人学生数
	1845
	1845
	1845
	1845
	1845
	…
	…
	…
	1740

	(c)これまでに在籍している外国人留学生数（新入生を除く）
	160
	190
	200最終年時までの収容定員管理の適正化の考え方については、Q＆AのQ7-6も参照すること。

	198
	176
	…
	…
	…
	195

	(d)新たに入学する外国人留学生数
	70
	70
	63
	48
	65
	…
	…
	…
	65

	(e)外国人留学生割合（c+d/a）(％)
	11.1%
	12.4%
	12.5%
	11.8%
	11.5%
	…
	…
	…
	13.0%

	収容定員充足率
	103.75
	105.25
	105.4
	104.55
	104.3
	…
	…
	…
	100


※以下在籍している外国人留学生数（国・地域別）の内訳を記載すること。

	地域／年数
	０
	１
	３
	６
	９
	12
	15

	欧州
	○人
	○人
	○人
	○人
	○人
	○人
	○人

	北米
	
	
	
	
	
	
	

	東アジア
	
	
	
	
	
	
	

	東南アジア
	
	
	
	
	
	
	

	南西アジア
	
	
	
	
	
	
	

	その他※
	
	
	
	
	
	
	


※「その他」は中央アジア及びコーカサス地域、アフリカ・中南米・中東・大洋州地域を指す。



２．目標を達成するための方法
	※外国人留学生を増加させるための取組を具体的に記載すること。外国人留学生向け説明会、同窓ネットワークの活用、入試の見直し等、外国人留学生の獲得のために行う取組を記載すること。
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